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 1985 年に、青森県六ヶ所村が核燃サイクル施設の立地を受け入れて、30 年が過ぎた。2011
年 3 月の東京電力福島第１原発事故後、各地で脱原発の声が大きくなったが六ヶ所村は違った。
2014 年 6 月の村長選では、「核燃との共存共栄」を掲げた候補が得票率 95％で圧勝し、2015 年
4 月の村議選では、「核燃に頼らない村を」と訴えた候補だけが落選した。 













1985 年 4 月のことだ。 
 なぜ、受け入れたのか。背景には、1969 年閣議決定された「新全国総合開発計画」に盛り込
まれた「むつ小川原開発」がある。六ヶ所村を中心に巨大石油コンビナートを作る構想で、約
－ 9 － 
5,000 ヘクタールの用地に、石油精製（1 日 200 万バレル）、石油化学（エチレン換算で年 400
万トン）、火力発電（1,000 万キロワット）を備える－－とされた。従業員は３万 5,000 人、周
辺 16 市町村の人口は 85 年に 33 万人になると見込んでいた。 
 当初、村にくるはずだったのは石油コンビナートであり、核燃サイクル施設ではなかった。
当時、村は貧しかった。「六ヶ所村にはカラスも来ない（カラスが食べるものもない）」とも言
われた。1970 年の１人あたりの村民所得は 23 万 9,000 円で、県の 6 割、国の 4 割だった。村
内に働く場所がなく、大人の 3 人に 1 人は出稼ぎに出ていた。 
 そんな村に降って湧いた開発構想で地価は高騰。3年で地価が 200倍となった地域もあった。






















 1992 年にウラン濃縮工場と低レベル放射性廃棄物埋設センター、1995 年に高レベル放射性廃
棄物貯蔵管理センターが操業し、使用済み核燃料再処理工場やＭＯＸ燃料工場の建設が進む。 
－ 10 － 
 こうした施設の立地で村は豊かになった。1985 年度約 17 億円だった税収は 2013 年度には約
76 億円になった。立地に伴う電源三法交付金で、道路や水道、医療施設などが整備され、漁場
管理レーダー導入や特産の長いも焼酎の工場など漁業・農業の振興も進められている。 
 核燃事業を展開する日本原燃の社員は 2,530 人（2015 年 4 月１日現在）で、うち 205 人は村
出身者だ。関連企業で働く人も多い。村の出稼ぎ者は 180 人（2013 年度）にまで減った。 
 
４、福島第１原発事故 
 2011 年 3 月、東京電力福島第１原発事故が発生した。村議らは事故をどう受け止めたのか。
村企画課長や助役を経て、2015 年まで村議を務めた橋本勲さんは事故について「こんなになる
とは思わなかった。気の毒だと思っている」としつつも、「かといって、（核燃サイクルを）や






















－ 11 － 
５、村民の選択 
 2014 年 6 月、福島第１原発事故後最初の村長選があった。4 人が立候補し、核燃サイクルと







限り全ての人に声をかけたが、応じてくれたのは 4、5 人に 1 人で、高齢の女性に断わられる率
が高かった。 
 回答者の内訳は、男女別が男性 68 人、女性 29 人、無回答３人。年齢別は 20～30 代 23 人、
40～50 代 34 人、60 代以上 42 人、無回答１人。投票先は戸田氏 94 人、梅北氏 4 人、菊川氏 2




歴」33 人、「核燃サイクル推進だから」28 人、「農業や漁業の振興が期待できるから」21 人、「知





を選んだのは 41 人にとどまった。「不安」は 12 人、「どちらともいえない」34 人、無回答 13
人だった。 
戸田氏に投票したと答えた 94 人を見ると、「安全」41 人、「不安」8 人、「どちらともいえな
い」33 人、無回答 12 人だった。戸田氏に投票した人でも、「安全」は半数以下だったことにな
る。 
 また、「不安だ」を選んだ 12 人をみると、戸田氏以外の候補に投票したのは 4 人にとどまり、
8 人は核燃推進の戸田氏に投票していた。反核燃を掲げた候補が、核燃施設を不安に思う人た
ちの票の受け皿になっていないことがうかがえた。 
 男女別に見ると、「安全だと思う」を選んだのは男性 68 人中 32 人（47％）、女性 29 人中 7
－ 12 － 
人（24％）だった。アンケートに応じるのは男性が多かったことが「安全だと思う」の割合を











 村議選はどうか。1991 年以降、村議会には核燃反対の議員がいない状態が続く。2015 年 4
月の村議選には、「反核燃」の立場から菊川慶子氏が立候補した。「公の議論を起こしたい。1
人だけでも（反対する）議員がいれば、大きく変わってくると思う」との思いだった。 










































規範が変わっていく。しかし一方で、NPT 体制の骨格の一つである NPT 第６条に規定する核兵
器保有国の核軍縮義務の不履行（核保有国の嘘）に対して非核保有国の不信と不満が高まって
いく。 
とくに NPT 体制の頂点に立つアメリカは、1995 年の NPT 期限切れに伴う再検討会議以降、
2015 年の第５回再検討会議に至る過程で質的核軍拡を進める一方で、イランの核への接近に厳
しい制裁を課しながら、イスラエルによる事実上の核保有を黙認するという二重基準を持ち込
み、第５回再検討会議で非保有国側が提案した中東非核兵器地帯案に反対して最終文書の採択
に至らしめなかった。また。すでに核兵器を保有するインドに対してブッシュ政権当時に米印
